
医療事故調査・支援センターの現況報告
および

再発防止に向けた提言 第1号
中心静脈穿刺合併症に係る死亡の分析 ―第1報―

公益社団法人愛知県医師会

理事 森孝生

第179回（定例）代議員会

医療事故調査制度について

含む



Ⅰ 医療事故調査制度の概要



医療法の一部改正に伴い、平成27年10月1日より、
無床診療所を含むすべての医療機関に対して

① 「医療事故」の報告
② 院内事故調査

が義務付けられている。
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Ⅰ 医療事故調査制度の概要



第６条の１０
病院、診療所又は助産所（以下この章において「病院等」という。）の管理者
は、医療事故（当該病院等に勤務する医療従事者が提供した医療に起因し、又
は起因すると疑われる死亡又は死産であって、当該管理者が当該死亡又は死産
を予期しなかつたものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下この章に
おいて同じ。）が発生した場合には、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞
なく、当該医療事故の日時、場所及び状況その他厚生労働省令で定める事項を第
六条の十五第一項の医療事故調査・支援センターに報告しなければならない。

省令事項
医療に起因し、又は起因すると

疑われる
死亡又は死産

左記に該当しない死亡又は死産

管理者が
予期しなかった

もの
制度の対象事案

管理者が
予期したもの
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Ⅰ 医療事故調査制度の概要



【平成28年 年報】

（平成27年10月～平成28年12月）

医療事故調査・支援センター
事業報告



Ⅱ 相談の状況
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Ⅱ 相談の状況

(単位:件数)
合計 2328件

相談件数の推移

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）
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2

(単位:件数)

合計 1329件

相談者別件数の推移

合計 738件

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅱ 相談の状況



34

7
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23

20

0 10 20 30 40 50

報告を推奨すると助言した

複数の考え方を伝えた

報告対象とは考えにくいと助言した

医療事故報告あり

医療事故報告なし

3

(センター合議の結果/助言した内容)

医療機関の求めによるセンター合議結果と
医療事故報告の状況

合計94件

(単位:件数)

44件［46.8%］

30件［31.9%］

20件［21.3%］

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅱ 相談の状況
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81
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187

0 100 200 300 400 500 600 700

医療事故報告対象の判断

相談・報告の手続き

院内事故調査に関すること

センター調査に関すること

再発防止

その他

4 医療機関・支援団体等の相談内容

合計 1878件

(単位:件数)

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅱ 相談の状況



5 遺族等の相談内容

196

20

64

54

3

113

352

0 100 200 300 400 500 600

医療事故報告対象の判断

相談・報告の手続き

院内事故調査に関すること

センター調査に関すること

再発防止

その他

合計 802件
(単位:件数)

制度開始前等の死亡事例や
生存事例に関する相談

［43.9%］

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅱ 相談の状況



6

(単位:件数)

遺族からの求めに応じた医療機関への伝達

H28.7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

病院 3 1 3 3 1 1 12

診療所 0 0 0 1 0 1 2

助産所 0 0 0 0 0 0 0

3 1 3 4 1 2 14

医療機関

合計

医療機関

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅱ 相談の状況



Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況
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Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況

(単位:件数)
合計 487件

医療事故報告(発生)件数の推移

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）
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(単位:件数)
合計 487件

都道府県別の医療事故報告(発生)件数

東北
ブロック

関東信越
ブロック

東海北陸
ブロック 近畿

ブロック

中国四国
ブロック

九州
ブロック

北海道
ブロック

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況



4.4

2.7

4.0 3.9 3.6

2.8

4.7

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

北海道 東北 関東信越 東海北陸 近畿 中国四国 九州

100万人あたりの報告件数(ブロック全体) 3.8件
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(単位:件数)

地域ブロック別 人口100万人あたりの
医療事故報告(発生)件数

医療事故報告(発生)件数 487件

※人口は総務省統計局人口推計(平成27年10月1日現在)に基づき集計している。

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況



10

(単位:件数)

病床規模別の医療事故報告(発生)件数

7
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0
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500～599

600～699

700～799

800～899

900以上

(病床数)

合計 487件

報告1事例に
関与した医療機関数

件数医療機関数

1施設

2施設

3施設

426

59

2

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況



(単位:件数)

起因した医療（疑いを含む）の分類別の
医療事故報告(発生)件数

27
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39
2

50

255

6 1 4 8 8 13 5
25
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※「上記以外」は、院内感染、原因不明の突然の心肺停止、心肺停止状態での発見等が含まれ、センターでは分類困難だったもの。
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合計 487件

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況
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(単位:件数)

起因した医療(疑いを含む)の分類
「手術(分娩を含む)」の内訳

起因した医療が手術(分娩を含む) 255件

12

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況
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6か月以上

(単位:件数)

合計 487件

患者死亡から医療事故報告(発生)までの期間

平均 33.1日

最短 2日

最長 277日

中央値 20日

患者死亡
医療事故報告 院内調査

結果報告
事故発生

(発生)

13

(期 間)

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅲ 医療事故報告(発生)の状況



Ⅳ 院内調査結果報告の状況
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Ⅳ 院内調査結果報告の状況

(単位:件数)
合計 226件

院内調査結果報告件数の推移14

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）



医療事故報告(発生)から
院内調査結果報告までの期間
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12か月以上

平均 142.3日

最短 0日

最長 382日

中央値 139日

(単位:件数)

合計 226件
患者死亡

医療事故報告 院内調査
結果報告

事故発生
(発生)

15

(期 間)

※1か月を30日として集計している。

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



地域ブロック別院内調査結果の報告状況

12件
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北海道東北関東信越東海北陸近畿中国四国九州

報告済み 12119230362025

未報告(6か月未満) 12116031341023

未報告(6か月～9か月未満) 22235210

未報告(9か月～12か月未満) 14437

未報告(12か月以上) 53

医療事故報告(発生)後、6か月以上が経過している未報告件数 80件［16.4%］

患者死亡
医療事故報告 院内調査

結果報告
事故発生

(発生)

16

226件

合計 487件

44件

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



地域ブロック別
院内調査結果報告の報告状況

医療事故報告(発生)から6か月以上の期間を要している理由
(単位:件数)

・制度の理解不足（院内調査が必要と認識していなかった等）

・解剖結果が出るまでに時間を要した

・外部委員の派遣までに時間を要した

・委員会開催のための日程調整に時間を要した

・検討に時間を要した(委員会を複数開催した等)

・報告書の作成に時間を要した

・遺族への調査結果の説明やその後の対応に時間を要した

6

6

・特に時間を要した要因はない

合　　　計

理　　　由

4

27

8

14

件数

7

80

8

17

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



43件 32件 55件 96件

0 50 100 150 200 250

解剖のみ実施あり 解剖・Ai両方実施あり

Aiのみ実施あり 解剖・Ai両方実施なし

［24.3%］ ［42.5%］

解剖とAiの実施状況

［19.0%］ ［14.2%］

合計 226件

実施あり 合計130件［57.5%］

18

(単位:件数)

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



57件 14件

4件

87件

151件

139件

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

解剖

Ai

病理解剖実施 司法解剖実施 行政解剖実施

Ai実施 実施なし

［6.2%］

［1.8%］

解剖とAiの実施件数

合計 226件

［66.8%］

解剖実施あり 合計75件［33.2%］

［61.5%］

Ai実施あり［38.5%］

［25.2%］

［38.5%］

19

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



52件 70件 23件 13件 17件 50件

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参加あり(1人) 参加あり(2人) 参加あり(3人)

参加あり(4人) 参加あり(5人以上) 参加なし

外部委員の参加状況

合計 225件

参加あり 合計175件［77.8%］ 参加なし［22.2%］

※委員会の設置がなかったものを除いて集計している。

20

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



198件 18件 10件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防止策の記載あり 「防止策なし」と記載あり 記載なし

再発防止策の記載状況

合計 226件

［87.6%］

［8.0%］［4.4%］

21

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況
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22～24

25以上

院内調査結果報告報告書のページ数

合計 226件
(単位:件数)

※院内調査結果報告書の表紙、目次、添付資料などを除いたページ数をセンターが集計したものである。

22

(ページ数)

平均 8.4ページ

最小 1ペーシ

最大 37ページ

中央値 7ページ

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅳ 院内調査結果報告の状況



Ⅴ センター調査の状況



Ⅴ センター調査の状況

センター調査の依頼件数の推移と
依頼者の内訳

合計 19件

1
2 2

11 1

1

3

1

6

0
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2
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5

6

7
医療機関からの依頼

遺族からの依頼

合計 6件

合計 13件

(単位:件数)

23

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）



センター調査の依頼理由
(単位:件数/複数計上)

2

1
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4

院内調査結果に
納得できない

臨床経過

死因

治療

依頼理由

遺族

2

医療機関

説明と同意

再発防止策

委員会構成

院内調査が進まない

院内調査では信用できない

死因が明らかでない

院内調査結果の検証をしてほしい

4

3

29

7

10

3

39

件数

合計

24

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅴ センター調査の状況



医療事故報告(発生)から
センター調査依頼までの期間

最長

中央値

医療事故報告(発生)～
院内調査結果報告まで

　院内調査結果報告～
センター調査依頼まで

102.5日

16日

182日

118日

60.7日

11日

167日

31日

平均

最短

患者死亡
医療事故報告 院内調査

結果報告
事故発生

(発生)

センター
調査依頼

※院内調査結果報告後にセンター調査の依頼があった事例13件について集計している。
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データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅴ センター調査の状況



26 外部委員の参加状況

3件 5件 2件 7件

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参加あり(1人) 参加あり(2人) 参加あり(4人) 参加なし

参加あり 合計10件［58.8%］
参加なし ［41.2%］

※センター調査が依頼された事例のうち、医療機関における院内調査の終了待ち事例を除いて集計している。

合計 17件

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）

Ⅴ センター調査の状況



中心静脈穿刺合併症に係る死亡の分析
―第1報―

再発防止に向けた提言 第1号



データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）



データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）



データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）



【専門分析部会】

•No.2：肺血栓塞栓症

•No.3：アナフィラキシー

•No.4：気管切開後のカニューレ管理

•No.5：腹腔鏡下胆嚢摘出術

今後の提言予定

データ提供：一般社団法人 日本医療安全調査機構
（医療事故調査・支援センター）
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愛知県医療事故調査等支援団体連絡協議会

推薦団体 推薦数 推薦団体 推薦数 推薦団体 推薦数

日本医師会 1
日本病院会
地域医療機能推進機構

1 労働者健康安全機構 2

日本歯科医師会 1 全国自治体病院協議会 4 国立長寿医療研究センター 1

日本看護協会 1 全国医学部長病院長会議 4 日本精神科病院協会 1

日本薬剤師会 1 日本赤十字社 1 日本医療法人協会 2

日本助産師会 1 済生会 1

日本病院会 1 国家公務員共済組合連合会 1

日本病院会
全国自治体病院協議会

4 国立病院機構 1 合計団体数： 29



公益社団法人
愛知県医師会

一般社団法人
日本医療安全調査機構

厚生労働省ホームページ「医療事故調査制度について」構成図を改編
43
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「医療事故」が起こったときの対応①
愛知県医師会ホームページ

44

Ⅵ 愛知県医師会の取り組み



医療事故調査制度 相談票

Ⅵ 愛知県医師会の取り組み



医療事故調査制度 支援依頼票

Ⅵ 愛知県医師会の取り組み
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第2回日本医師会医療安全対策委員会資料より抜粋

都道府県医師会実態調査より委員所属医師会の取扱件数 

 

 ①総相談受付件数  【参考】実際に報告

された件数（医療事

故調査・支援センタ

ー3月公表値） 

（27.10～28.12） 

②医療事故に該当

するかの判断に関

する支援をした件

数 

③初動段階での支

援（解剖、Ai、遺

体搬送等の手配）に

関わった件数 

④外部委員の派遣

等の支援に関わっ

た件数 

①のうち医療事故

報告に至ったと推

定される件数 

（27.10～29.3） 

北海道 39 11 24 10 1 10 

岩手県 9 5 2 9 0 5 

栃木県 9 5 5 5 2 5 

東京都 93 36 65 40 6 22 

富山県 61 5 6 10 2 5 

愛知県 24 13 30 12 1 12 

大阪府 111 14 26 26 1 7 

兵庫県 32 23 24 32 1 23 

広島県 54 11 11 16 2 10 

愛媛県 10 3 3 7 0 3 

福岡県 50 22 24 14 1 22 

熊本県 22 9 9 22 0 9 
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※相談票、支援依頼票
から実施が把握できる
もののみ集計。

H27.10月 H27.11月 H27.12月 H28.1月 H28.2月 H28.3月 H28.4月 H28.5月 H28.6月 H28.7月 H28.8月 H28.9月

相談数 3 1 2 2 2 1 2 1 1

そのうち医療機関から
医療事故調査・支援センターへ報告された件数
（相談に対して県医師会が
「医療事故」と判断した件数＋支援依頼の件数）

1 1 1 1 1 1 1

院内調査委員会への
委員派遣要請数 1 1 1 1 1 1 1

紹介医師数 1 1 1 1 1 1 3

剖検実施件数 2 2 1 1 1

Ai実施件数 1

H28.10月 H28.11月 H28.12月 小計 H29.1月 H29.2月 H29.3月 H29.4月 H29.5月 総合計

相談数 1 2 18 3 2 1 1 3 28

そのうち医療機関から
医療事故調査・支援センターへ報告された件数
（相談に対して県医師会が
「医療事故」と判断した件数＋支援依頼の件数）

1 2 10 1 2 13

院内調査委員会への
委員派遣要請数 1 2 10 1 1 2 14

紹介医師数 1 2 12 2 2 2 18

剖検実施件数 7 1 2 10

Ai実施件数 1 1 1 3

Ⅵ 愛知県医師会の取り組み
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愛知県医師会剖検システム利用実績
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・愛知県医師会Aiシステム

愛知県医師会で構築中の仕組み

・医療事故調査制度における院内事故調査委員会支援システム

⑦協力医療機関に依頼

⑧承諾

②´拒否した時（念書）

遺
族

⑨協力医療機関と打合せをする

主
治
医

⑫遺体の搬送

⑬遺体の引き渡し

⑪
運
営
協
議
会
長
に
報
告
す
る

④
運
営
協
議
会
長
・
副
会
長
に

⑤
A
i
実
施
の
承
知

⑱診断結果におけるレポート
の提出

⑭費用納入、報告書の提出

愛知県医師会Aiシステム
連絡協議会

⑰診断書の送付

　
A
i
実
施
の
確
認

Ａ
ｉ
協
力
医
療
機
関

⑮費用の支払い

⑯診断書を送付

⑲診断結果におけるレポート
の送付

①Aiの奨励or承諾

②承諾orAiの依頼
（受付窓口）
情報センター

⑩協力医療機関との打合せ結果
を情報センターに報告する

③Aiの申し込み

⑥協力医療機関情報提供

医療事故調査制度における院内事故調査委員会支援システム 

依頼事務取扱手引き 
 

（平成29年 月 日制定） 

 

医療事故調査制度における院内事故調査委員会支援システム（以下、支援システ

ム）稼働の要件、及び手続きの流れは下記の通りである。 

 

（１）支援システム稼動の要件 

 支援システムに医療事故調査制度における院内事故調査委員会開設支援を依頼す

る医療施設（以下、依頼医療施設）は、診療所等、院内事故調査委員会を単独で設置

することが困難な愛知県下の医療施設であること。 

 

（２）手続きの流れ 

①支援システムに支援を依頼する医療施設は、受付窓口である地域医療第 1課また 

Ⅵ 愛知県医師会の取り組み


